
別記第１号様式 

  年  月  日 

大隅地域振興局長 殿 

 

住 所 

 

団体名 

 

代表者 役職名 

               氏 名              

 

大隅の地域力向上支援事業企画書 

 

 大隅の地域力向上支援事業に応募し，同事業を実施したいので，下記のとおり関係書類を

添えて提出します。 

 

記 

 

 １ 事業企画書（別紙１） 

 ２ 収支予算書（別紙２） 

 ３ 事業の実施体制（別紙３） 

 ４ 実施者の概要（別紙４） 

 ５ 誓約書（別記第２号様式） 

 ６ 添付書類（Ａ４版 書式自由） 

(1) 団体の定款・規約・会則 

(2) 団体の構成員名簿 

(3) 実施する事業を理解するため参考となる資料（実施事業のイメージ資料等） 

 

【担当者連絡先】 

 

住 所 

 

（〒   －     ） 

 

 

（ ふ り が な ） 

氏 名 

 

電 話 番 号  

ファックス番号  

メールアドレス  

     ※必ず連絡がとれる住所・連絡先等を記入してください。 

 



（別紙１） 

事 業 企 画 書            

事業名  

事 業 の 目 的 

 

 

 

 

 

 

※地域の現状・課題など事業を実施する背景を踏まえ，事業の目的を記載して

ください。 

実施場所  

参加者募集先  

※イベントを実施する事業のみ記載してください。 

事業の概要 

 

 

 

 

 

 

※事業の参加や対象となる地域や人（年齢層等），また事業はいつ・どこで・
何を・どのように実施するか記載してください。事業の詳細は別途添付資料で
説明しても構いません。 

取組課題 本事業で取り組む地域課題について箇条書きで記載してください。 

新規性 

 

本事業が新規事業，もしくは既存事業ではあるが，新規の取組要素を加

えている場合は，その新規部分について概要を記載してください。 

 

 

 

※新規性がない場合は記載不要です。 

事業の企画・実

施の際の連

携・協力団体 

 応募者以外に，本事業を実施するにあたって連携・協力する団体がある

場合は，その団体名を記載してください。 

 

 

事業参画者数

（集客がある

場合は集客数

も記載） 

 応募者以外に，本事業に参画する者（連携・協力団体も含む）を全て記

載してください。 

 

 

※応募者・事業の企画・実施の際の連携・協力団体以外にも，事業参画者があ

る場合ご記入ください。例として，イベント等で当日に地域住民が参画するよ

うな場合，その人数見込みを記載してください。 



実施事業区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業区分について，該当するものにチェックしてください（複数選択

可）。 

 

☐ 大隅の魅力を発信し，大隅の認知度向上につながる取組 

☐ 地域の未来を拓くための，人材の確保・育成につながる取組 

☐ 暮らしやすい，安全・安心な社会づくりにつながる取組 

☐ 稼ぐ力の向上につながる取組 

☐ 地域商店街の振興につながる取組 

☐ 買物弱者への買物支援につながる取組 

☐ その他（内容：                      ） 

 

具 体 的 な 

事 業 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 応募者が自主的に取り組むものであり，地域課題の解決につながる 

事業内容になっていますか。 

 

 （はい ・ いいえ） 

 

内容：                                 

                                    

                                    

 

※「はい」の場合は具体的に内容を記載してください。 

② 一過性の取組でなく，事業終了後も事業成果を生かした取組が見込 

 まれる事業内容になっていますか。 

  

（はい ・ いいえ） 

 

内容：                                 

                                    

                                    

 

※「はい」の場合は具体的に内容を記載してください。  

③ その他事業について特筆すべき点等ありましたら，具体的に内容を記 

載してください。 

 

（ある・ ない） 

 

内容：                              

                                    

                                    

 

※「ある」の場合は具体的に内容を記載してください。  



事業スケジュ

ール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※できるだけ月ごとの進捗状況がわかるように箇条書きで記入してください。 

事業実施によ

り期待できる

効 果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※事業の集客人数や宣伝範囲，商品造成の場合は今後の販売数や販路など具体

的に数値で記載してください。 

また実施した結果，目指す効果や成果を具体的に記入してください。 



（別紙２） 

収 支 予 算 書 

１ 収入の部                                   

（単位：円） 

区 分 予算額 積算内訳又は内容説明 

（１） 県補助金(要望)額 

※(2)の自己資金額以下とすること 

  

（２）自己資金額 
  

（３）事業収入 

※補助対象外経費となります。 

    

 
売上収入     

広告収入（協賛金含

む。） 

    

寄附金収入     

参加料     

負担金     

（４）その他の収入 
  

合計 

  

※「（３）事業収入」について、提案する事業による広告収入や参加料等がある場合は、支出

の合計額から（３）の金額を差し引いた額が補助対象経費となります。 

 

２ 支出の部 

（単位：円） 

区 分 予算額 積算内訳又は内容説明 

   

   

   

合計 
  

※ 収入と支出の合計は一致するように収支を計算してください。 

 

行が足りない場合，適宜追加して記載してください。 



（別紙３） 

事 業 の 実 施 体 制 

 

※ 事業を実施する際の ①構成員と②それぞれの役割を記入してください。 

構成員（役職・氏名） 事業を実施する上での役割 

  

 

  



（別紙４） 

実 施 者 の 概 要 

 

（ふりがな） 

実施者の名称 

 

実施者の所在地 
（〒   －    ） 

 

（ふりがな） 

代表者氏名 

 

設立年月日 年 月 日設立 
法人格 

取得年月日 
  年 月 日 

設立の目的 

 

 

 

 

主な活動分野 

 

及び活動内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

構成員数 
 

 

主な活動実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直近の事業年度 

における年間支出

額 

（   ）年度（   年   月 ～   年  月 ） 

（                ）円 

 

  



別記第２号様式           （表） 

 

 

 

誓 約 書 

 

私は，下記の事項について誓約します。 

なお，鹿児島県が必要な場合には，鹿児島県警察本部に照会することを承諾し，照会で確認さ

れた情報は，今後，私が鹿児島県と行う他の契約等における身分確認に利用することに同意しま

す。 

 

記 

 

１ 自己又は自社の役員等が，次のいずれにも該当する者ではありません。 

 暴力団員等（鹿児島県暴力団排除条例（平成 26 年鹿児島県条例第 22 号）第２条第３号に規定

する暴力団員等をいう。以下同じ。） 

  自己，自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって，

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等を利用している者 

  暴力団又は暴力団員等に対して，いかなる名義をもってするかを問わず，金銭，物品その他の

財産上の利益を不当に提供し，又は便宜を供与するなど直接的又は積極的に暴力団の維持運営に

協力し，又は関与している者 

  暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している者 

  暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当な行為をするためにこれらを利用している

者 

２ 暴力団又は暴力団員等が，その経営に実質的に関与している法人その他の団体又は個人ではあ

りません。 

 

令和  年  月  日  

 

 大隅地域振興局長 殿 

 

                       住   所 

                       (ふりがな) 

                       氏   名                         印 

                                              

 

    （注）１  自己及び自社の役員等の名簿（裏面）を作成してください。名簿に記載されている情報は，鹿児島

県が鹿児島県警察本部に照会する際に利用することがあります。 

      ２ 「役員等」とは，次に掲げる者をいいます。 

ア 法人にあっては，非常勤を含む役員，支配人，営業所等（営業所，事務所その他これらに準ずる 

ものをいう。以下ウにおいて同じ。）を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問 

わず法人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者 

イ 法人格を有しない団体にあっては，代表者，理事その他アに掲げる者と同等の責任を有する者 

ウ 個人にあっては，その者，営業所等を代表する者その他いかなる名称を有するものであるかを問 

わず個人の経営を行う役職にある者又は経営を実質的に支配している者 



（裏） 

 

役 員 等 名 簿 

 

【商号・名称】             

                                                   令和  年  月  日現在 

 

 

役 職 名 

 

（ふりがな） 

氏   名 

 

 

生年月日 

 

 

住      所 

 

〔記入例〕 

理事長 

 

おいも あまいよ 

御芋 甘井代 

 

 

S55.5.5 

 

 

鹿屋市打馬２－１６－６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※別途添付資料で役員名簿を提出するときは，「別添のとおり」と表中に記載してご提出く 

ださい。 



第３号様式 

大総企第     号  

    年  月  日  

 （総務企画課扱い）  

 

          様 

                 

   

                    鹿児島県大隅地域振興局長 

 

 

 

令和８度地域振興推進事業（大隅の地域力向上支援事業）の承認及び補助金の 

内示について（通知） 

 

 

 このことについて，     から応募のあった下記の事業を承認することとし，補助金

の内示をしますので，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び鹿児島県地域振興推進事業補助

金交付要綱第５条の規定に基づき，   年 月 日（ ）までに必要書類を添えて補助金

交付申請書を提出してください。 

 

記 

 

１ 事 業 名  

 

２ 実 施 主 体  

 

３ 補助金の額         円 

 

４ 参考資料 

  鹿児島県補助金等交付規則 

  鹿児島県地域振興推進事業補助金交付要綱 

  大隅地域振興局地域振興推進事業事務取扱要領 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式 

大総企第     号  

    年  月  日  

 （ 総 務 企 画 課 扱 い ）  

 

            様 

                 

   

                     鹿児島県大隅地域振興局長 

 

 

 

令和８度地域振興推進事業（大隅の地域力向上支援事業）の不承認について（通知） 

 

 

 この度，     から応募のあった下記の事業については，御提出いただいた事業企画

書等の内容を審査した結果，今年度の地域振興推進事業（大隅の地域力向上支援事業）とし

ては承認しないこととなりましたのでお知らせします。 

 

記 

 

１ 事業名  

 

２ 実施主体  

 

 

 

 

 

 


